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本書の位置づけ 

 

地域情報プラットフォーム標準仕様は、業務モデル標準、サービス協調技術標準の仕様、およびガイド

ライン一式である。 

本書「地域情報プラットフォーム準拠および相互接続確認仕様」は、業務モデル標準とサービス協調技

術標準の仕様に位置づけられ、業務モデル標準およびサービス協調技術標準の地域情報プラットフォーム

準拠、および、地域情報プラットフォーム相互接続を確認する仕様を規定している。 

 

 

図０．１ 地域情報プラットフォーム仕様の体系 

 

【用語の定義】 

 本仕様では、下記の略語を使用する。 

・ 地域情報プラットフォーム＝＞地域情報 PF 

・ 地域情報 PF 準拠確認＝＞PF 準拠確認 

・ 地域情報 PF 相互接続確認＝＞PF相互接続確認 

・ 地域情報 PF 標準仕様＝＞PF 標準仕様 
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１．PF準拠確認および PF相互接続確認とは 

 

１．１ PF準拠確認および PF相互接続確認の目的 

PF 標準仕様における、PF準拠確認および PF 相互接続確認の目的を、図１．１に示す。 

 

（１）多様化する住民ニーズへの対応
・住民の利便性向上
（ワンストップサービスの実現）
・教育、防災、医療サービスの充実

（２）ＩＴコストの低減
・ＩＴ経費の削減（オープン化、マルチベンダ化）
・庁内事務の効率化

（３）地域のＩＴ産業の活性化を通じた産業振興

自治体における現状の課題 地域情報PFによる解決

業務システム間の容易な連携や情報
の共有化を実現するための標準的な
仕組みが有効

PF標準仕様の策定

PFの普及促進

・地域情報PFに準拠した各種システム製品等の普及
・地域情報PFを導入した自治体の課題解決

PF準拠の策定

地域情報PF標準仕様へ各種

システム製品等が準拠し、相
互接続性が検証できる

 

図１．１ 地域情報 PFにおける相互接続確認の目的 

 

 自治体における、「多様化する住民ニーズへの対応」、「IT コストの低減」、「地域の IT 産業の活性

化を通じた産業振興」の課題に対し、APPLIC では、業務システム間の容易な連携や情報の共有化を実現す

るための標準的な仕組みづくりを進め、「PF標準仕様」として策定した。この「PF 標準仕様」を満たす

地域情報 PF の普及により、自治体の課題解決につながることが期待されるが、この普及に際しては、「地

域情報 PF準拠の明確化」と、「準拠製品間の相互接続検証」が必要不可欠な状況にある。 

 

 本仕様では、上記を目的に、「PF 準拠確認仕様」、「PF相互接続確認仕様」について規定する。 
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１．２ PF準拠確認仕様の概要 

 PF準拠確認仕様では、各種システム製品等が地域情報 PF に準拠（以下、PF 準拠とする）していること

を確認する方法を規定する。規定する内容を下記に示す。 

(a) PF 準拠確認仕様の対象範囲 

(b) PF 準拠の定義 

(c) PF 準拠していることの確認方法 

(d) PF準拠登録申請の結果を発表する文面の規定 

 

各種システム製品等を PF準拠登録したい団体は、PF標準仕様で規定されている準拠ルール（必須とオ

プション）について、自社システム製品等の機能を確認し、結果を APPLIC に提出すること。その際に「準

拠確認チェックリスト」という、自社システム製品等の機能が PF 標準仕様に準拠しているかを確認する

ためのシートを使用する。 

 

APPLIC 標準仕様

国際標準仕様A

国際標準仕様B

APPLIC規定仕様

システム製品システム製品 準拠確認
チェック
リスト
結果

エビデ
ンス
書類

エビデ
ンス
書類

エビデ
ンス
書類

エビデ
ンス

資料名
リスト

確認チェック
リストの項目と
エビデンス上
確認箇所の
紐付け関係情報

エビデ
ンス

紐付け
関係情報

準拠確認
チェック
リスト

『主体者が申請者（製品ベンダ他）
からの提出物（チェックリスト等）」
により確認し、
APPLICが公表する』

製品を準拠として登録したい団体 APPLIC 準拠確認登録窓口

準拠確認チェックリスト

選択R3： ZZZ

○必頇R2： YYYY

○必頇R1： XXXX

製品・システム
確認欄

必頇/選択準拠ルール

PF準拠対象情報： 製品名、申請者
標準仕様バージョン：自治体業務アプリケーションユニット標準仕様

APPLIC
確認欄

準拠確認
チェック
リスト
シート

・APPLICで規定する機能
のどの機能をサポート
しているかの確認リスト
・特に、必頇機能をサポート
していることが
標準仕様の準拠の条件

採用する国際標準

 

図１．２ 各団体製品の準拠登録ルール 
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１．３ PF相互接続確認仕様の概要 

 PF相互接続確認仕様では、PF標準仕様に準拠した各種システム製品等同士が、相互に接続できること

を確認する方法を規定する。 

「地域情報PF準拠確認仕様及び相互接続確認仕様」として、以下を規定。

（１） PF相互接続確認実績の登録と公開のプロセス

（２） PF相互接続確認のテスト手順

PF準拠の製品間で
PF標準仕様に基づく

PF相互接続確認

◎調達者側への安心感の提供

◎PF準拠製品の普及の促進

◎製品ベンダ他側の接続実績と経験

相互接続確認を行うための仕様を策定する

「地域情報PF準拠確認仕様及び相互接続確認仕様」として、テスト範囲とテスト項目を規定

地域情報PFの仕様に準拠した業務ユニット、GISユニット及びサービ
ス基盤同士が、相互に接続できるかを確認する方法を規定する

PF準拠確認により製品が
PF準拠していることを確認

◎調達者側の調達要件を満たす

 

図１．３ PF 相互接続確認の目的 

 

PF 相互接続確認仕様では、各団体がシステム製品等を持ち寄り、一度にシステム製品等の間で PF相互

接続確認を行うためのイベントを実施するための手順、相互接続テストモデルととテスト手順、PF相互接

続確認を行うための環境、PF 相互接続確認イベントで使用する書類やデータ類を集めたツールキットを規

定する。 

 

図１．４ PF相互接続確認仕様の内容 
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１．４ PF準拠確認と PF相互接続確認のプロセスと手順の概要 

PF 準拠確認、PF相互接続確認のプロセスと手順の概要を示す前提として、APPLIC と団体（製品ベンダ

他（ベンダ/SIer）、調達者（自治体/地域団体））間の情報フローの概要を図１．５に示す。関連する用

語の解説を表１．１に示す。 

 

図１．５ APPLIC と団体間の情報フローの概要 
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表１．１ APPLIC と団体間の情報フローに関する用語解説 

 

用語（別の呼び方） 用語の解説 

PF 準拠登録申請 

製品ベンダ他（ベンダ/SIer）が、各種システム製品等の PF準拠確認を

実施した結果を PF 準拠確認チェックリスト用紙に記入し、APPLIC へ申

請すること。 

PF 準拠登録製品 
PF 準拠登録申請し、APPLIC に受領され、APPLIC から公開された製品の

こと。 

PF 対応製品リリース計画調査

票の提出 

製品ベンダ他が PF 標準仕様への対応にあたり、各種システム製品等の

リリース計画を表明するため、PF 対応製品リリース計画調査票に記入

し、APPLIC へ提出すること。 

PF 対応表明製品 
PF 対応製品リリース計画調査票を提出し、APPLIC から公開された製品

のこと。 

PF 準拠・対応製品 
PF 準拠登録製品と PF対応表明製品の総称。 

※PF準拠・対応製品以外は各種システム製品等と表現する。 

PF 相互接続確認イベント企画

登録 

相互接続主催事務局団体が、イベントを企画・開催する際、相互接続主

催事務局団体名、実施内容概要、等を APPLIC へ提出すること。 

PF 相互接続確認成功申請 
PF 相互接続確認を実施した製品ベンダ他同士が、成功した事実を共同で

APPLIC へ申請すること。 

対応自治体事例の申請 
自治体が、地域情報 PF 対応のシステム開発等に関する取り組み事例を、

APPLIC へ申請すること。 

正誤表 

(ERRATA) 
PF 標準仕様内の明らかなミスを整理し、APPLIC から公開されたもの。 

FAQ 
PF 標準仕様等に関する、よくある質問と回答。APPLIC に提出された Q&A

の中から、よくある問合わせに対する回答を集めて公開されたもの。 

Q&A PF標準仕様に関する問合わせやその回答を、Q&A用紙を用いて行うこと。 
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 PF準拠確認と PF 相互接続確認のプロセスとステップの概要を図１．６に示す。 

 

 

図１．６ PF準拠確認と PF相互接続確認のプロセスとステップの概要 

 

（１） PF 準拠確認プロセス 

PF 準拠確認プロセスは、下記の３つのステップから構成される。 

《1-1》 PF 標準仕様からの PF準拠確認チェックリストの作成（APPLIC） 

《1-2》 PF 準拠確認チェックリストを使った申請者の自己確認（申請者） 

《1-3》 申請者から APPLIC への PF準拠確認チェックリストのチェック結果の登録申請と APPLIC から

の公開（申請者⇒APPLIC） 

 

（２） PF 相互接続確認プロセス 

PF 相互接続確認のプロセスは、下記の３つのステップから構成される。 

《2-1》 PF 相互接続確認の実施（申請者） 

《2-2》 PF 相互接続確認成功申請の APPLIC への登録と公開（申請者⇒APPLIC） 

《2-3》 PF 相互接続確認実施の確認結果 Q&A の受領と回答（APPLIC） 

 

１．５ PF準拠確認仕様と PF相互接続確認仕様のロードマップ 

PF 準拠確認仕様のロードマップとして、下記の２点を記載する。 

（１） 前提とする PF標準仕様のバージョンアップに伴う PF 準拠確認仕様の考え方 

（２） 前提とする PF標準仕様のバージョンアップに伴う PF 準拠確認仕様・PF相互接続確認仕様の検

討と公開 
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（１）前提とする PF標準仕様のバージョンアップに伴う PF準拠確認仕様の考え方 

PF 準拠確認仕様のロードマップは、PF標準仕様のバージョンアップと関連して考える必要がある。PF

準拠確認仕様では、各種システム製品等に対して、以下の考え方に従い、PF 準拠を確認する方針とする。 

① 自治体業務アプリケーションユニット標準仕様：法改正、および業務ユニットの追加・変更に伴

った業務標準仕様のバージョンアップ・リビジョンアップに合わせて見直しを行う。 

② アーキテクチャ標準仕様、プラットフォーム通信標準仕様：短期的な仕様変更はない前提とする。

ただし、PF相互接続確認の結果（標準仕様を補強する内容）を一定期間の間隔でフィードバック

する。 

③ GIS共通サービス標準仕様：バージョンアップ・リビジョンアップに合わせて見直しを行う。 

④ 防災業務アプリケーションユニット標準仕様：バージョンアップ・リビジョンアップに合わせて

見直しを行う。 

 

 バージョンアップに関し今後考えられる、PF標準仕様の改訂内容を図１．７に示す。 

 

自治体業務アプリケーションユ
ニット標準仕様（例）

プラットフォーム通信標準仕様（例）

(a)標準対象外と
して記載した項目
が標準になる

・業務ユニットのオンライン画面の
画面展開、ユーザインタフェース等

△

(b)標準未検討項
目が標準になる。

・新たな業務ユニットが追加 ・認証方式の仕様が必頇で追加 ○

(c)仕様が厳密
化される

・データ項目の表記法が厳密化
（例、１０桁に満たない場合空白
埋め）

・統合DB機能のインタフェースと通信プロ
トコルが仕様化

○

(d）仕様が変更さ
れる

・２６業務のデータ項目が追加
・項目のデータ型が変わりWSDL定
義が改定

・高信頼性メッセージ機能が、国際標準
の動向等により、改定

○

自治体業務アプリケーションユ
ニット標準仕様（例）

プラットフォーム通信標準仕様（例）

(a)標準対象外と
して記載した項目
が標準になる

・業務ユニットのオンライン画面の
画面展開、ユーザインタフェース等

△

(b)標準未検討項
目が標準になる。

・新たな業務ユニットが追加 ・認証方式の仕様が必頇で追加 ○

(c)仕様が厳密
化される

・データ項目の表記法が厳密化
（例、１０桁に満たない場合空白
埋め）

・統合DB機能のインタフェースと通信プロ
トコルが仕様化

○

(d）仕様が変更さ
れる

・２６業務のデータ項目が追加
・項目のデータ型が変わりWSDL定
義が改定

・高信頼性メッセージ機能が、国際標準
の動向等により、改定

○

PF標準仕様
APPLIC-0006-2008

(a)(b)

(c)

(d)

(e)

バージョンアップ
(c)仕様厳密化

(d)仕様変更

(e)仕様変更無し

(b)仕様追加

(a)

【凡例】○：考えられる。△：考えられるが改訂とあわせて検討する

PF標準仕様
APPLIC-000x-20xx

 

図１．７ バージョンアップに関し今後考えられる、PF標準仕様の改訂内容 

 

（２）前提 PFとする標準仕様のバージョンアップに伴う PF 準拠確認仕様・PF相互接続確認仕様の検討と

公開 

PF 標準仕様の新バージョンがリリースされた後、早い時期に PF準拠確認チェックリストをリリースす

る必要がある。ただし、PF準拠確認仕様、PF相互接続確認仕様の公開については、PF標準仕様の新バー

ジョンリリース後、開発期間の考慮が必要である。  
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２．PF準拠確認仕様 

 

本章にて、PF準拠に関する考え方、定義、および確認方法について規定する。 

２．１ PF準拠確認仕様の対象範囲 

（１）PF 準拠確認仕様の対象となる PF 標準仕様 

 本仕様が対象とする、PF標準仕様を図２．１に示す。 

 

図２．１ PF準拠確認仕様が対象とする PF 標準仕様 

 

○PF標準仕様（APPLIC-0009-2010）を対象とする。 

○業務モデル標準： 

・ 自治体業務アプリケーションユニット標準仕様 V2.2で規定した仕様。 

    業務ユニットは、26業務を対象とする。 

・ 防災業務アプリケーションユニット標準仕様 V1.0で規定した仕様。 

○GIS 共通サービス標準： 

・ GIS共通サービス標準仕様 V2.2を対象とする。 

○サービス協調技術標準： 

・ アーキテクチャ標準仕様 V2.1、および、プラットフォーム通信標準仕様 V2.1を対象とする。 

  

業務モデル標準業務モデル標準 サービス協調技術標準サービス協調技術標準

地
域
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
標
準
仕
様
書

地
域
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
標
準
仕
様
書

自治体及び民間が提供する地域情報サービスの連
携に必要な業務アプリユニットのインタフェース仕様

自治体業務アプリケーションユニット標準仕様

防災業務アプリケーションユニット標準仕様

自治体及び民間が提供する地域情報サービスの連
携に必要な業務アプリユニットのインタフェース仕様

自治体業務アプリケーションユニット標準仕様

防災業務アプリケーションユニット標準仕様

仕様に準拠したサービス基盤、および業務アプリケーションを導入する調達者向けに必要な事項
を、とりまとめたもの（指針）

地域情報プラットフォームガイドライン

仕様に準拠したサービス基盤、および業務アプリケーションを導入する調達者向けに必要な事項
を、とりまとめたもの（指針）

地域情報プラットフォームガイドライン

サービス連携を支える基盤アプリの諸要
件・プロトコル等を取り決めた仕様
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プラットフォーム通信標準仕様

サービス連携を支える基盤アプリの諸要
件・プロトコル等を取り決めた仕様

アーキテクチャ標準仕様

プラットフォーム通信標準仕様

地域情報プラットフォーム基本説明書
地域情報プラットフォーム標準仕様運用規則

地域情報プラットフォーム基本説明書
地域情報プラットフォーム標準仕様運用規則

GISを活用した業務ユニット、アプリケーションを構築するための共通仕様

GIS共通サービス標準仕様

GISを活用した業務ユニット、アプリケーションを構築するための共通仕様

GIS共通サービス標準仕様

各種システム製品等の地域情報PF準拠及び相互接続を確認する仕様

地域情報プラットフォーム準拠確認及び相互接続確認仕様

各種システム製品等の地域情報PF準拠及び相互接続を確認する仕様

地域情報プラットフォーム準拠確認及び相互接続確認仕様

地域情報プラットフォームガイドライン 技術解説 要約
地域情報プラットフォームにおけるＧＩＳ共通サービス基本提案書
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（２）PF 準拠確認仕様の対象となる各種システム製品等の考え方 

 PF準拠確認仕様の対象となる各種システム製品等は、「製品ベンダ他の提供する各種システム製品等

（ユニット系製品（業務ユニット、GIS ユニット、防災情報共有ユニット）、サービス基盤製品）」とす

る。 

 

 

図２．２ PF準拠確認仕様の対象となる各種システム製品等の考え方 

 

（３）PF 準拠確認仕様の対象となる各種システム製品等の範囲 

PF 準拠確認仕様の対象とする各種システム製品等は、「製品ベンダ他の提供する各種システム製品等

（ユニット系製品やサービス基盤製品）」を指す。図２．３に、PF準拠確認の対象となる各種システム製

品等の分類を記載する。具体的には、下記に示す製品に大きく分類される。 

・サービス基盤製品（PF通信製品、BPM 製品、統合 DB製品） 

・ユニット系製品 

  ・業務ユニット製品（２６業務の何れかを実装した製品） 

  ・GISユニット製品 

  ・防災情報共有ユニット製品 
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図２．３ PF準拠確認の対象となる各種システム製品等 
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２．２ PF準拠の定義 

本仕様において、PF準拠していることの確認は、下記とする。 

「製品ベンダ他の各種システム製品等（業務ユニット製品、GISユニット製品、防災情報共有ユニット

製品、および、サービス基盤製品）が、PF 標準仕様の規定事項に準拠しているか確認すること」 

また、準拠していることを確認できた製品を「PF 準拠している」といい、確認作業を「PF 準拠確認」

と呼ぶ。 

確認結果を APPLIC へ登録することを、「PF準拠登録申請」と呼ぶ。 

 

２．３ PF準拠していることの確認方法 

（１）PF 準拠の確認の流れ 

PF 準拠している各種システム製品等を調達者が知るまでの流れのイメージを図２．４に示す。 

PF 準拠登録申請は、製品ベンダ他の各種システム製品等が PF標準仕様に準拠しているかを確認し、そ

の結果を APPLIC へ登録する制度である。この制度は、PF準拠・対応製品の調達者である自治体などに、

広く PF準拠・対応製品に関する情報を発信することを目的としている。 

PF準拠登録申請を実施した各種システム製品等の情報は APPLICの Webサイトへ登録され、公開される。

調達者は、この情報を確認することで求める製品に関する情報を迅速に取得できるようになる。 

 

 

図２．４ PF準拠の確認の流れ 
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（２）PF 準拠登録申請の条件 

PF 準拠登録申請を実施できる製品ベンダ他の条件を以下に記す。 

・ PF 標準仕様に基づく対応製品を開発し、自治体等へ提供する製品ベンダ他であること。 

・ PF 準拠登録申請にあたっては、以下の何れかの条件を満たしていること。 

PF 準拠登録申請を行う製品がリリース済み、もしくは申請日から 3ヶ月以内にリリース（出荷）

できること。 

（＊）リリース予定が 3ヶ月より先のものは、PF 対応製品リリース計画調査票を APPLIC へ提

出すること。（リリース予定が 3ヶ月以内になれば、PF 準拠登録申請を APPLIC が受け付けら

れる。） 

・ PF 準拠登録申請を行う製品についての製品サイト、もしくは問合わせ窓口が準備されていること。 

 

（３）PF 準拠登録申請の処理フロー 

 PF準拠登録申請に関連する処理フローを、図２．５に記載する。 

 

ベンダ/SIer APPLIC 事務局 APPLIC WG

製品開発
パートナー
製品連携

チェック

エビデンス
リスト

チェック
リスト

PF準拠・相接仕様
（チェックリスト他）

準拠申請
受付窓口

・新規 メール申請

確認・承認

受付通知メール

•形式チェック
•団体チェック
•受付番号採番
•管理台帳登録

申請書

台帳

•必頇項目確認
•ヘッダ部確認
•備考確認
•承認

再申請

拒否通知（理由）
メール

台帳

見解

副委員長
各主査

合議

Q&Aシート

疑問点：Q&Aシート（受付番号）

変更・破棄

•変更
•破棄

公開

• OKの場合
•登録番号登録通知メール

（チェックリスト＋登録番号）

•登録リスト（一覧）
•チェックリスト公開用項目の公開

•拒絶の
場合

チェック

受領

受領

PF標準仕様書、
ガイドライン

・メール申請
（登録番号）

 

図２．５ PF準拠登録申請に関連する処理フロー 

 

（４）PF 準拠の確認方針 

PF 準拠の確認方針は、『主体者が申請者（製品ベンダ他）からの「提出物（チェックリスト等）」によ

り確認し、主体者が公表する』とする。 

主体者は APPLIC 事務局である。 
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（５）PF 準拠確認チェックリスト 

PF 準拠していることを確認するための資料を「PF 準拠確認チェックリスト」と呼び、図２．６にて PF

準拠確認チェックリストの概要を示す。PF 準拠確認チェックリストは、PF標準仕様から標準準拠に関す

る記載を分類し、確認チェック項目（準拠ルール）としたリストであり、申請する製品や申請者等の情報、

および、確認チェック項目を確認した結果を、製品・システム確認欄にマークすることにより申請するワ

ークシートである。 

 

図２．６ PF準拠確認チェックリストの概要 

 

PF 準拠確認チェックリストは、以下の種類がある。 

 

・ 業務ユニット製品の PF準拠確認チェックリスト 

・ GISユニット製品の PF 準拠確認チェックリスト 

・ サービス基盤製品の PF準拠確認チェックリスト 

・PF通信製品用 ・BPM 製品用 

・公開用 DB 方式の統合 DB製品用 ・共通 IF方式の統合 DB製品用 

・ 防災情報共有ユニット製品の PF 準拠確認チェックリスト 
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（６）PF 準拠確認の主体者である APPLIC での確認方法 

申請者(製品ベンダ他)は、図 2.7における（５）のレベルの確認を実施し、確認結果（PF準拠登録申請）

を、（２）のレベルの資料にて、PF準拠確認の主体者である APPLIC事務局の PF準拠登録申請受付窓口へ

提出する。APPLIC は、(２)のレベルの資料にて PF準拠確認を実施し、問題なければ登録・公開する。 

自治体等から主体者(APPLIC)に申請内容に対する異議申し立てがあった場合、APPLIC は、申請者にその

旨を報告する。申請者は、自治体等からの意義申し立てへの対応として、（５）のレベルの資料の提示が

必要になる場合がある。 

 

方針：提出者と確認者の負荷の低減。確認
したエビデンス情報の明確化を考え。

⇒ (2)で実施する。
尚、問題が指摘された場合は、申請者に対
し事実関係の確認を行うため、団体内部で
は、(5)レベルの情報を保持すること。

方針：提出者と確認者の負荷の低減。確認
したエビデンス情報の明確化を考え。

⇒ (2)で実施する。
尚、問題が指摘された場合は、申請者に対
し事実関係の確認を行うため、団体内部で
は、(5)レベルの情報を保持すること。

確認
チェック
リスト
結果

エビデ
ンス
書類

エビデ
ンス
書類

エビデ
ンス
書類

エビデ
ンス

資料名
リスト

確認チェック
リストの項目と
エビデンス上
確認箇所の
紐付け関係情報

エビデ
ンス

紐付け
関係情報

確認
チェック
リスト
シート

『主体者が申請者（製品ベンダ他）
からの提出物（チェックリスト等）」
により確認し、
主体者が公表する』

製品をPF準拠として登録したい団体 PF準拠を確認する主体者(APPLIC)

(1) 確認チェックリスト
(2) 確認チェックリスト、エビデンス資料名リスト
(3) 確認チェックリスト、エビデンス資料名リスト、エビデンス書類
(4) 確認チェックリスト、エビデンス資料名リスト、紐付け関係情報
(5) 確認チェックリスト、エビデンス資料名リスト、エビデンス書類、

紐付け関係情報

 

図２．７ PF準拠確認の主体者（APPLIC）における確認方法（PF 準拠登録申請） 

 

（７）APPLIC 事務局への PF 準拠登録申請 

 APPLIC 事務局への PF準拠登録申請には、「新規申請」と「破棄申請」および｢修正申請｣がある。製品

の新規リリースやバージョンアップ時には、それぞれ下記のように申請する。 

 

◆新規の申請 

  PF標準仕様の策定に合わせて、PF準拠確認チェックリストが策定される。製品ベンダ他は、製品に

対し、リリースされた PF準拠確認チェックリストを元に確認チェックし、PF 準拠登録申請（新規申請）

を行う。 

◆ バージョンアップ時の申請 

  PF準拠登録製品をバージョンアップした際、両バージョンとも調達可能な場合や、PF 準拠確認結果

に差が生じた場合などは、新バージョンに関して追加で新規申請を行う。 
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  バージョンアップにより、登録済み製品が調達できなくなった場合などは、登録済み製品の廃棄申請

とともに、新バージョンに関して新規申請を行う。 

◆ 誤記の修正・申請者情報の変更に関する申請 

  PF準拠登録後に申請内容に単純な誤記等を発見した場合や、申請者情報に変更があった場合には、修

正申請を行う。 

 

APPLIC への PF準拠登録申請の考え方を図２．８に示す。 
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(APPLIC)

PF標準仕様
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PF準拠登録
申請(新規)

PF準拠登録
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PF準拠確認
ルール策定
(APPLIC)

提出は製品
ベンダ他判断
(任意）

受付番号発行し登録情報を管理
製品の識別キーは、
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※CL・・・チェックリスト、VUP・・・バージョンアップ

新製品β
(2010/4版)

製品α
(2009/4版)

 
図２．８ APPLIC への PF 準拠登録申請の考え方 

 

２．４ PF準拠登録申請の結果の発表文面の規定 

必要な内容の明示、過大発表の抑制、文面雛形の提供を目的に、PF準拠登録申請の結果を発表する文面

について、下記のとおり規定および指針を示す。 

 

（１） APPLIC の発表内容と文面 

APPLIC から発表する内容は下記のようなものとする。 

・ APPLIC Web ページの準拠登録結果一覧ページに、以下の内容の情報を記載する。 

 登録番号、団体名、製品名、製品識別情報、対応ユニット、リリース日、 

 対応地域情報 PF 標準仕様版数、推奨マーク有無、相互接続確認イベント成功申請登録番号 

・ また、上記の情報に対して、提出された PF準拠確認チェックリスト本文へのリンクを設定する。 
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（２） 申請者の発表の指針 

申請者から、製品が PF準拠登録していることを発表する場合は次のようなものが望ましい。 

・ 【A社 XXX製品】は、PF標準仕様（APPLIC-0008-2009）の PF通信機能の必須機能に準拠してい

ます。 

・ 【A社 XXX製品】は、PF 標準仕様（APPLIC-0008-2009）の住民基本台帳ユニットと国民健康保険

ユニットに準拠しています。 

・ 【A社 XXX製品】は、PF 標準仕様（APPLIC-0008-2009）の PF 通信機能である【B社 YYY製品】を

前提ソフトウェアとして、【住民基本台帳ユニットと国民健康保険ユニット】に準拠しています。 
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コラム：自治体(調達者)および SIerと PF準拠 

本仕様では、PF準拠の対象は、製品ベンダ他が開発する製品とし、自治体（調達者）および SIerが改

修した既存システムは、対象外としている。その背景と、自治体(調達者)および SIer における本仕様の

活用の考え方をコラムとして記載する。 

 

（１）背景 

製品ベンダ他によるシステム製品の PF準拠と既存システム改修における PF準拠の違いを以下に示す。 

○製品ベンダ他が提供する各種システム製品等 

製品ベンダ他は、PF標準仕様に対応した製品を求める自治体の調達に応えることを目的としてい

ることから、あらかじめ製品としての PF 標準仕様への準拠状況を確認しておく必要があるため、

本仕様の対象とした。 

○自治体（調達者）および SIerが改修した既存システム 

自治体が PF 標準仕様に対応したシステムを導入することの目的としては、住民サービスの向上、

IT コストの削減、業務効率の向上などが実現できる PF 標準仕様の「理念」や「考え方」に賛同さ

れる場合や、既存システムを改修し PF 対応した実績をアピールしたい場合が多く、PF標準仕様へ

の準拠状況を確認することがなじまないため、本仕様の対象外とした。 

 

したがって、自治体(調達者)および SIer が改修した既存システムについては、PF 準拠したことに対

し、規定を定めないこととした。 

 

（２）PF 準拠の対象となる自治体システムの例と本仕様の活用例 

図２．９に自治体システムの PF 準拠の例を示す。 

 

自治体システムのPF
準拠

自治体システムの考え方

PF通信機能

統合DB機能

PF通信機能

BPM機能

PF通信機能

業務
ユニット

業務
ユニット

PF通信機能

業務
UP

業務
UP

PF準拠の製品導入、及び、 既存システムのPF対応などで自治体システムを構築した
自治体やそのSIerが表明

 

図２．９ PF準拠の対象となる自治体システム 

 

自治体(調達者)が改修された既存システムの PF準拠を確認する際は、発注先の SIerに本仕様の PF

準拠確認チェックリストの提出を求めることや、PF準拠確認チェックリストを利用した自己チェック

により、PF準拠を確認することが可能となる。また、SIerが自治体システムの PF 準拠確認結果につい

て APPLICに PF 準拠登録申請してもよい。 
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３．PF相互接続確認仕様 

 本章では、PF 相互接続確認仕様について記載する。 

３．１ PF相互接続確認とその確認方法の概要 

 PF相互接続確認とは、PF 準拠登録製品同士を相互に接続し、接続性を確認すること、および、その結

果を、APPLIC に申請することである。 

 PF相互接続確認仕様では、以下を規定する。 

（１） PF 相互接続確認実績の登録と公開のプロセス 

（２） PF 相互接続確認のテスト手順 

 

PF 相互接続確認の対象は、PF 準拠登録申請した以下の製品とする。 

（１） サービス基盤製品 

（PF通信製品、BPM製品、統合 DB製品） 

（２） 業務ユニット製品（２６業務の何れかを実装した製品） 

（３） GISユニット製品 

 なお、他のサービス基盤機能製品については、今後検討する。 

 

３．２ PF相互接続確認の考え方 

３．２．１ PF相互接続確認の方針 

 PF相互接続確認に関する方針を下記に示す。 

 

（１）PF 相互接続確認の確認方法 

確認方法として以下の２つの案がある。PF相互接続確認仕様では、費用面、実施のしやすさから（案１）

を採用した。 

  （案１）：相互接続を実施したい団体が集まり、数社間と接続確認を行う。  

  （案２）：リファレンスインプリ（実装会社が違う数台）を準備し、接続確認を行う。 

 

（２）PF 標準仕様の必須事項とオプション事項について 

 PF標準仕様には、必須事項とオプション事項が存在する。PF 相互接続確認仕様では、必須事項に関す

る範囲を基本として規定する。オプション事項は、基本のバリエーションとして規定する。 

 

（３）PF 相互接続確認のレベル 

 PF相互接続確認では、PF標準仕様に基づいた接続確認を行う初期接続レベルから PF 標準仕様に基づき

自治体での運用を考慮した詳細部分の接続確認を行うレベルまでが考えられる。本仕様では、PF 対応製品

の普及を目的として、「初期接続レベル」の相互接続確認を規定する。今後、PF標準仕様を活用したシス

テムの自治体への導入が開始され、相互接続の事例が蓄積されたタイミングで、障害系等といった詳細部

分の相互接続確認項目と実施手順を定めていく考えである。 
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３．２．２ サービス基盤製品の PF相互接続確認の考え方 

 サービス基盤製品の PF相互接続確認に関する考え方を下記に示す。 

 

（１）サービス基盤製品同士の PF通信レベルの確認を採用 

 サービス基盤製品同士（PF 通信製品、BPM製品）の PF 通信レベルでの相互接続を確認できるようにす

るため、PF通信レベルでの相互接続テストモデル（ITM）を採用する。 

 

サービス
基盤製品A

サービス
基盤製品B

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞ ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞ

 

図３．１ サービス基盤製品の PF相互接続確認 

 

３．２．３ 業務ユニット製品の PF相互接続確認の考え方 

 業務ユニット製品の PF相互接続確認に関する考え方を下記に示す。 

 

（１）業務ユニット製品とサービス基盤製品との PF通信レベルの確認を採用 

 業務ユニット製品とサービス基盤製品（PF通信製品、BPM 製品、統合 DB 製品）との PF通信レベルでの

相互接続を確認できるようにするため、PF 通信レベルでの相互接続テストモデル（ITM）を採用する。 

 これにより、業務ユニット製品ベンダ他が PF通信機能を独自開発した場合や PF 通信製品を前提として

開発した業務ユニット製品について、PF通信レベルでの相互接続を確認することができる。 

 

業務ユニット
製品A

サービス
基盤製品B

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞ

 

図３．２ 業務ユニット製品の PF相互接続確認 

 

（２）業務ユニット製品と業務ユニット製品内の PF通信レベルの確認を採用 

 「異なる製品ベンダ他の業務ユニット製品同士が、自治体業務として動作できるか」の確認に関しては、

下記の課題が存在する。 

・ 業務レベルのテストは個別自治体の開発時のシステム連携テストと同程度の複雑さと工数を伴

う。 

・ PF 標準仕様は、業務アプリケーションの内部機能の実装を標準化していないため、テスト仕様を

規定できない。 

・ 全ての業務ユニット総当りでの相互接続は非現実的である。 
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 そこで、業務ユニット製品同士の PF 相互接続確認は、自治体が PF 対応システムを構築し稼動した場合

に、その相互接続実績を事例登録する方法（「対応自治体事例の申請」）を活用する方針とする。 

 

 一方、業務ユニット製品同士が PF通信レベルで相互接続できるかの確認は、実施可能であると考える。

具体的には、図３．３に示すような業務ユニット製品同士での PF 通信レベルでの相互接続テストモデル

を採用する。 

 

業務ユニットB 業務ユニットA
（テスト機能を持つ）

IF1

IF2

PF
通信

標準
画面
入力
出力

テスト
機能

PF
通信

業務ユニットAの通信LIB
を使ったPF通信テスト環境

PF
通信

通信
LIB

業務
ユニットA

IF1
呼出

業務ユニットB

IF1

IF2

PF
通信

呼出し側の業務ユニットに、
PF通信テスト用の機能を内包（推奨）

呼出し側の業務ユニットの通信LIBを
使ってPF通信テスト環境を構築

※LIB…ライブラリ

 

図３．３ 業務ユニット製品同士の PF通信レベルの PF 相互接続確認 

 

３．２．４ GIS ユニット製品の PF相互接続確認の考え方 

GISユニット製品の PF 相互接続確認に関する考え方を下記に示す。 

GISユニットは、自治体業務アプリケーションユニット標準仕様で規定されている業務ユニットとは異

なり、業務ユニットから付加機能として使われることを想定された共通系業務ユニットである。 

 

（１）GISユニット製品とサービス基盤製品の PF通信レベルの確認を採用 

 GIS ユニットには、自治体アプリケーションユニット標準仕様で規定されている業務ユニットと同様に

標準インタフェースが存在する。したがって、３．２．３（１）と同様の PF通信レベルでの相互接続テ

ストモデルを採用する（図３．４の上部）。 

 

（２）GISユニットと GIS クライアント（仮称）の確認を採用 

 GIS ユニットは、GISユニットの標準インタフェースを呼び出す GISクライアント（仮称）の概念が存

在する。そこで、GISユニット製品と GIS クライアント（仮称）での相互接続テストモデルを採用する（図

３．４の下部）。 
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GIS
ユニット製品A
（ＰＦ通信） ＰＦ通信

製品B

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞテスト用の
事前設定

ＧＩＳにて標準規定のインタフェース（ＷＳＤＬ）の実装

GIS
ユニット製品A
（ＰＦ通信）

ＧＩＳクライアント
（仮称）（ＰＦ通信）

業務ユニットテスト用の
事前設定

ＧＩＳにて標準規定のインタフェース（ＷＳＤＬ）の実装

 

図３．４ GISユニット製品に関連する PF相互接続確認 

 

３．３ PF相互接続確認と申請 

 PF相互接続確認と申請方法について図３．５にまとめる。 
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図３．５ PF相互接続確認の申請方法 
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（１） PF 相互接続確認イベント企画登録 

  PF相互接続確認を実施する方法としては、複数の製品ベンダ他が参加する PF 相互接続確認のイベン

ト形式を推奨する。このイベント形式は、相互接続主催事務局団体が PF 相互接続確認イベントを企画・

開催する方法である。具体的な相互接続主催事務局団体は、APPLIC や、製品ベンダ他が存在する。イベ

ント主催事務団体は、PF相互接続確認イベント企画用紙（付録７）に、相互接続主催事務局団体、相互

接続イベント関連情報等を記載し、APPLIC に提出する。 

 

（２） PF 相互接続確認成功申請 

◆ 成功申請： 

製品ベンダ他は、持ち寄った製品を使って、PF相互接続確認イベントを実施し、PF 相互接続確認が

成功した場合に APPLIC に対して、PF相互接続確認成功申請（対象相互接続テストモデル、対象 PF 準

拠登録製品等を明示）を実施する（付録８の様式を使用する）。 

 この成功申請は、PF 準拠確認製品のバージョンアップを実施しても、製品機能（I/F など）の変更が

なければ、過去の成功実績を認めることとする。なお、PF相互接続確認が成功した場合には、PF 相互

接続確認成功申請の内部エビデンスとして、「相互接続確認結果報告票」（付録９）を相互接続テスト

モデルのテスト実績毎に作成することを推奨し、「相互接続確認の団体別全組み合わせ」（図３．７に

例示）と「相互接続確認テスト接続実績表」（図３．８に例示）を提出する。この活用シーンとして、

APPLIC からの問合わせ時には、実績根拠として提示できることを想定している。 

◆ 成功申請を提出できる条件 

・ 製品ベンダ他であり、APPLIC へ、「PF 対応製品リリース計画調査票の提出」、もしくは、「PF

準拠登録申請」をしている団体。 

・ PF 相互接続成功申請を行う製品は、当該製品サイト、もしくは、問合わせ窓口が準備されている

こと。 

PF相互接続確認イベント企画登録用紙 PF相互接続確認成功申請用紙

申請先：　財団法人全国地域情報化推進協会　事務局

相互接続確認イベント登録番号 公開
（APPLICで記載）

　　地域情報プラットフォーム相互接続確認イベント 企画登録用紙

(a) 申請日（西暦年月日） 2009年4月4日 公開 必須

(b)申請区分（新規、修正、破棄） 新規 必須
登録番号（修正、破棄の場合） 選択

(c) 代表申請者（相互接続主催事務局団体）
　　　　　　　団体名 （株）XXXXXX会社 公開 必須

　　　　　　　団体のURL http://www.xxxxxx.co.jp/ 選択

　　　　　　　APPLIC会員番号 K999999 選択

　　　　　　　申請者（窓口）
　　　　　　　所属 基盤ソフトウェア開発部 必須
　　　　　　　役職 部長 必須
　　　　　　　氏名 坂東　太郎 必須
　　　　　　　住所 〒108-XXXX 東京都XXXXXX 必須
　　　　　　　TEL 03-0000-1111 必須
　　　　　　　E-mail axasxaa@XXXXX.co.jp 必須

（ｄ）相互接続イベント関連情報
　　　　イベントの名称 プロジェクトPF－１ 公開 必須
　　　　参加団体(申請書提出段階） A社、B社、C社、D社、H社、I社、L社 必須

　　　　実施予定のテストモデル (APPLIC-0008-2009):
IT1-5,IT3-1,業務4,業務1-5,業務1-6,業務2

公開 必須

        相互接続実施予定期間 2009年5月中旬から5月末 公開 必須
　      イベント企画のAPPLIC公開の要否 公開 必須
　　　　イベント企画のAPPLIC公開希望日 2009年4月15日 選択
　　　　APPLIC公開募集の希望の有無 希望 必須
　　　　APPLIC公開募集の公開希望日 2009年4月15日 選択
　　　　APPLIC公開募集の終了日 2009年4月30日 選択
　　　　申請者公開募集URL http://www.XXXXX.co.jp/PFevent/sougo 選択

(e) 特記事項 APPLICの会議室を借用をお願いいたします。 選択

（※1）公開募集をAPPLICへ依頼する場合は、募集内容を記載した資料を添付すること。
（※2）各項目への記載内容が枠を超える場合は、記載した資料を別紙にて添付すること。

申請先：　財団法人全国地域情報化推進協会　事務局

成功申請登録番号 公開 必須
    （APPLICで記載）
相互接続確認イベント登録番号 公開 必須

　　地域情報プラットフォーム相互接続確認　成功申請　登録用紙

(a) 申請日（西暦年月日） 2009年6月4日 公開 必須

(b)申請区分（新規、修正、破棄） 必須
登録番号（修正、破棄の場合） 選択

(c) 代表申請者
　　　　　　　団体名 （株）XXXXXX会社 公開 必須

　　　　　　　団体のURL http://www.xxxxxx.co.jp/ 必須

　　　　　　　APPLIC会員番号 K999999 選択

　　　　　　　申請者（窓口）
　　　　　　　所属 基盤ソフトウェア開発部 必須
　　　　　　　役職 部長 必須
　　　　　　　氏名 坂東　太郎 必須
　　　　　　　住所 〒108-XXXX 東京都XXXXXX 必須
　　　　　　　TEL 03-0000-1111 必須
　　　　　　　E-mail axasxaa@XXXXX.co.jp 必須

（ｄ）相互接続イベント関連情報
　　　　　イベントの名称 APPLIC 平成XX年度相互接続確認イベント第X期 公開 必須
　　　　　実施したテストモデル (APPLIC-0008-2009):

IT1-5、IT3-1、業務4、業務1-5、業務1-6、業務2
公開 必須

【サービス基盤：PF通信製品(IT1-5)】
・A社（XXX製品)(V1.2)(APPLIC-XXXXX)
・B会社（YYY製品)(V1.1)(APPLIC-XXXXX)

【サービス基盤：BPM製品(IT3-1)】
・A社（XXX製品)(V1.2)(APPLIC-XXXXX)
・B社（YYY製品)(V1.1)(APPLIC-XXXXX)

【GISユニット製品(業務4)】
・C社（XAX製品)(V1.2)(APPLIC-XXXXX)
・D社（YZY製品)(V1.1)(APPLIC-XXXXX)
・E社（PPP製品)(V2.2)(APPLIC-XXXXX)
・F社（QQR製品)(V2.2)(APPLIC-XXXXX)
・G社（BGR製品)(V2.2)(APPLIC-XXXXX)

【業務ユニット製品(業務1-5)(業務1-6)(業務2)】
・H社（P1製品)(V1.2)(APPLIC-XXXXX)
・I社（R1製品)(V1.1)(APPLIC-XXXXX)
・J会社（Q1製品)(V2.2)(APPLIC-XXXXX)
・K会社（G4製品)(V2.2)(APPLIC-XXXXX)
・L会社（K3製品)(V2.2)(APPLIC-XXXXX)
・M会社（GS2製品)(V2.2)(APPLIC-XXXXX)

公開 必須

          相互接続成功日 2009年5月30日 公開 必須
　　　　　公開の実施希望日 2009年6月20日 必須

(e) 特記事項 選択

（※1）公開募集をAPPLICへ依頼する場合は、募集内容を記載した資料を添付すること。

（※2）各項目への記載内容が枠を超える場合は、記載した資料を別紙にて添付すること。

　　　　　参加団体と
　　　　　(製品名)(バージョン）
　　　　　(APPLIC準拠申請登録番号)

  

図３．６ PF相互接続確認イベント企画登録用紙、および、PF相互接続確認成功申請用紙 
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第１G：サービス基盤：PF通信製品

A社
B社

第３G：業務ユニット

H社
I社
J社
K社

第１G：サービス基盤：BPM製品

A社
B社

第２G： GISユニット製品

C社
D社
E社
F社
G社

ITM: 業務1-6a

ITM: IT1-5

ITM: IT3-1

ITM: 業務４

ITM: 業務1-6b

第３G：統合DB製品（公開DB、共通I/F）

L社
M社

ITM: 業務2

対象仕様書： APPLIC 0008-2009対象仕様書： APPLIC 0008-2009

相互接続確認の団体別全組み合わせ

ITM: 業務1-5

 

図３．７ 相互接続確認の団体別全組み合わせの例 

 

相互接続確認テスト 接続実績表

団体名 A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社
H社

(1 住民基本
台帳)

I社
（1.住民基本

台帳）

J社
(１　住民基本

台帳）

K社
(50.財務会計)

A社 (A-1G-01)
B社 (A-1G-02)
C社 1G2G-01 2G-01 2G-02 2G-03 2G-04 3G2G-01 3G2G-02 3G2G-03 3G2G-04
D社 2G-05 2G-06 2G-07 2G-08 3G2G-05 3G2G-06 3G2G-07 3G2G-08
E社 2G-09 2G-10 2G-11 2G-12 3G2G-17 3G2G-19 3G2G-18
F社 1G2G-02 2G-13 2G-14 2G-15 2G-16 3G2G-09 3G2G-10 3G2G-11 3G2G-12
G社 1G2G-03 2G-17 2G-18 2G-19 2G-20 3G2G-13 3G2G-14 3G2G-15 3G2G-16
H社

(1 住民基本台帳)
2G3G-01 2G3G-02 3G-01 3G-02 3G-03

I社
（1.住民基本台帳）

2G3G-03 2G3G-04 3G-05 3G-06

J社
(１　住民基本台帳)

2G3G-05 2G3G-06 3G-08 3G-09

J社
(２　印鑑登録)

3G-11 3G-12 3G-13

J社
(１０　国民健康保険)

3G-14 3G-15 3G-16

J社
(７　法人住民税)

3G-17

K社
(50.財務会計)

3G-18

L社
(共通IF方式及び公開用DB方式)

（住基インタフェースで対応）
2G3G-07 3G-19 3G-20 3G-21 3G-22

M社
(共通IF方式及び公開用DB方式)

（住基インタフェースで対応）
3G-23 3G-24 3G-25

第2G（GIS）

第3G（業務、統合
DB）

第1G（サービス基盤） 第2G（GIS） 第3G（業務、統合DB）

第1G
（サービス基盤）

リクエスタ側

レスポンダ側

 

図３．８ 相互接続確認テスト接続実績表の例 
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３．４ PF相互接続確認の実施手順の概要 

 PF相互接続確認の実施手順の概要を図３．９に示す。 

 

参加団体 相互接続主催事務局団体 APPLIC 事務局

(1)開催企画： APPLIC
や、製品ベンダ他が集まり企画

PF準拠・相接確認仕様

PF標準仕様書、
ガイドライン

相互接続テスト用キット
（申請シート、組合せと結果表
XML/WSDL/BPEL定義等）

(2)APPLIC事務局へ連絡：
主催事務局団体名、実施内容概要など

(3)(6)APPLIC事務局へ連絡：
イベント企画団体の台帳登録、
企画登録受付番号を採番

(4)APPLICより募集を公表
（公開募集の場合のみ）

(6)メンバ確定とAPPLIC連絡:
実施メンバをAPPLICへ連絡

PF相互接続確認イベント
企画登録用紙

管理台帳

(７)事前準備: 事務局団体がとりまとめて、
実施設備、日程、実施内容の詳細をメンバ間で確定。

(８)PF相互接続確認実施
手順に従った接続確認

(5)PF相互接続確認実施
設備の準備

(9)Q&Aの取りまとめと
APPLICとのやりとり

(10)Q&A受領と回答

(11)結果の集計
(12)結果と
テスト結果確認票作成

(16)公開調整：
公開日、公開内容等を調整

(17)公開日と公開内容の調整

Q&A用紙

(18)登録可否の確認：
登録可の場合、成功申請登録番号を採番
番号を主催事務局へ連絡、台帳に記載。
公開日、公開内容等を調整、公開

PF相互接続確認
成功申請用紙

管理台帳

(13)成功申請作成：ニュースリリース文面と
申請書類を調整し準備、APPLICへ提出

(15)成功申請受付：
成功申請受付番号を採番、
番号を主催事務局へ連絡、台帳に記載

管理台帳

(14)成功申請内容の調整

図３．９ APPLIC PF相互接続確認の実施手順の概要 

 

 

PF 相互接続確認実施の詳細は、付録の「付録１ APPLIC PF相互接続確認 実施手順書」を参照。 

 

また、付録の「付録１０ 相互接続確認用テスト用ツールキット一覧」は、PF相互接続確認イベントの

イベント企画から、実施準備、結果報告にいたる各種ツールの一覧である。 
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付録１ APPLIC  PF 相互接続確認 実施手順書 

 

０.目的 

 本資料は、PF標準仕様に基づき、PF準拠登録製品の PF 相互接続確認において、確認実施担当者が行う

べき手順を整理したものである。PF 相互接続確認では、PF標準仕様を細かく相互接続するのではなく、

PF 標準仕様の代表的な機能を選択した相互接続テストモデル（ITM）に基づき実施する。実施形態は、数

社による集合型相互接続方式とする。 

 PF相互接続確認イベントの全体のステップを、図１に示す。 

 

PF相互接続確認イベント：
◆「募集＝＞テスト＝＞報告」の流れにより、製品ベンダ他が集まり、PF相互接続確認を成功させ、アピールできる流れを作る。

PF相互接続確認
のメンバ募集

(1)開催企画：
APPLICのイベント企画や、
製品ベンダ他が集まり企画

(2)APPLIC事務局へ連絡
相互接続主催事務局団体、
PF相互接続確認イベント企画
登録をAPPLICへ提出

(3)APPLICにて募集公開
（公開募集の場合のみ）

(4)メンバ確定
相互接続主催事務局団体が
とりまとめて
参加団体をAPPLICへ連絡

PF相互接続確認
の実施

(1)事前準備
相互接続主催事務局団体が
とりまとめて、
実施設備、日程、実施内容
を参加団体間で確定。

(2)PF相互接続確認実施
設備の準備、
手順に従った接続確認

（3）結果の分析
分析。必要に応じて
Q&Aを作成
相互接続主催事務局団体から
APPLICへQ&Aを提出

（4）必要により再トライ（2）へ

(1)接続成功申請作成
相互接続主催事務局団体が
とりまとめて、
ニュースリリース文面と、
PF相互接続確認成功申請
用紙を準備

（2）APPLICへ申請
相互接続主催事務局団体から
APPLICへ成功申請提出。
受理を確認。

（3）公開日程をAPPLICと調整
APPLICと相互接続主催
事務局団体と参加団体で、
公開日程を調整、個別団体から
の発表とを調整。

（4）成功の発表
APPLICと各社HPに掲載

PF相互接続確認
の結果報告と公開

 

図１ PF相互接続確認の全体ステップ 

 

 本資料では、下記の内容を具体的に記述する。 

１章、相互接続確認主催事務局団体と参加団体の準備 

２章、PF 相互接続確認当日の実施 

３章、PF 相互接続実施結果の整理と報告 

４章、相互接続テストモデル（ITM） 
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１．相互接続確認主催事務局団体と参加団体の準備 

 

１．１ 相互接続確認主催事務局団体の役割と準備 

① 事務局の確定と、テスト範囲、対象とする標準書バージョン、テスト日程、募集要綱の作成 

② 参加団体（PF準拠登録申請している団体）への募集通知と参加団体からの登録 

会社名、代表者（正/副）（氏名、所属、電話、e-mail）、ENDPOINT 情報、 

参加する相互接続テストモデル（ITM）の選択 

③ APPLIC PF相互接続確認イベント企画登録 

④ 参加登録した団体の一覧と相互接続テストモデル確認組み合わせを決定 

⑤ 確認環境の準備（部屋、電源、LAN、ハブ、ホワイトボード） 

⑥ 参加団体の設定情報の決定と通知 

（確認実施日時、場所、接続先団体情報、接続先ＩＰアドレス、サブネットマスク） 

 

１．２ 参加団体の準備 

① 事前の参加申し込み（相互接続テストモデル（ITM）の選択、自社情報等） 

   参加団体の担当者：窓口になる方（会社として判断できる方）と製品担当技術者が数名 

② 相互接続テストモデルのテストデータ、WSDL等の準備 

③ 対象製品のシステム設定とテストドライバの準備、自社内での事前確認、参加団体間における 

製品や実装依存する接続仕様の事前確認 

④ 相互接続テスト環境、（図２参照）と、事務処理用 PC、その他の機材の準備 

⑤ システムバックアップデータ 

⑥ APPLIC  PF 相互接続確認 実施手順書（本書） 

テスト環境の準備：

自社テストマシン

SOAP関連ソフトウェア

PF通信製品・他

テストドライバ
（必要により開発）

テスト手順WSDL定義 テスト用データ（XML)

指定された
WSDLのIFを
実装

テスト用の
事前設定

テスト結果
（ログ）

通信ログ取得用
プロキシ機能

テスト参加
ユーザ

相互接続テストモデル（ITM）

・自社テストマシン準備（移設可能なもの）し、前提OS,DB,ミドルウェアをインストール
・ITMを選定し、指定されたWSDL定義に基づき、テストドライバを開発する
・指定のテストデータを、テストマシンに設定する。
・通信ログを観測するツールを準備する
・テストマシンを２台準備し、テスト参加するオペレータは、テスト手順に従い、
自社内での模擬テストを実施する。
・当日の相手と自社のIPアドレスを含むENDPOINT情報の、
自社分や、相手の呼び出し部分を設定する。

自社テストマシン
のレプリカ。または、
PF通信テスト環境。

APPLIC相互接続テストモデル（ITM）のテスト環境

「業務（GIS）ユニット製品及びサービス基盤製品でのテスト環境には、APPLIC相互接続テストモデル
（ITM）のテスト環境を準備しておくことをオプションで推奨する」

 

図２ 相互接続テスト環境 
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２．PF相互接続確認当日の実施 

 

２．１ PF相互接続確認実施当日の事前準備 

① 相互接続確認用端末の設置／ネットワーク接続を行う（PINGで相手確認）。 

② 相互接続確認用端末の PF準拠登録製品を起動 

③ テストマシンの時刻合わせを実施する。 

④ 相互接続確認用端末内で PF 準拠登録製品の動作確認を行う。 

 

２．２ PF相互接続確認当日の実施ステップ 

 相互接続テストモデル（ITM）別に、参加団体が相互接続確認を実施する。以下、サービス基盤製品同

士を例にした実施ステップ概要を記す。 

 

 

リクエスタレスポンダ

送信受信

終了

要求電文作成

応答電文作成

開始

受信送信

コマンド

依頼
テスト
データ

コマンド
実行

ログ

ログ

内容比較

SOAP通信（要求電文）

SOAP通信（応答電文）
ログに
エラー
無いか？

結果
テスト
データ

応答
電文

結果
テスト
データ

依頼
テスト
データ

要求
電文

内容比較

ログに
エラー
無いか？  

図３ PF相互接続確認におけるシステム動作シーケンス 

 

 （ａ）自社が送信側（リクエスタ側）の場合 

① 自社テストマシンにレスポンダ側端末へ送信する依頼テストデータを設定する。 

② 自社テストマシンのテストドライバのコマンド実行し、PF準拠のサービス基盤製品から要求電

文を送信する。 

SOAPメッセージのログを取得する。ログにエラーがないか確認する。 

③ 自社テストマシンの PF準拠のサービス基盤製品で応答電文を受信する。 

SOAPメッセージのログを取得する。ログにエラーがないか確認する。 

④ 事前に入手済みの結果テストデータと応答電文を比較し、内容が一致していることを確認する。 

⑤ 接続が成功した場合、3.2で示す、相互接続確認結果報告票に必要な情報を記載し署名する、 

レスポンダ側に、内容を確認してもらう。 

 

 （ｂ）自社が受信側（レスポンダ側）の場合 

① 自社テストマシンにリクエスタ側端末へ返信する結果テストデータを設定する。 

② 自社テストマシンの PF準拠のサービス基盤製品にて要求電文を受信する。 
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SOAPメッセージのログを取得する。ログにエラーがないか確認する。 

③ 上記②で取得した要求電文と事前に入手した依頼テストデータを比較し内容が一致しているこ

とを確認する。 

④ 自社テストマシンの PF準拠のサービス基盤製品で応答電文を返信する。 

SOAPメッセージのログを取得する。ログにエラーがないか確認する。 

  ⑤ リクエスタ側が作成した相互接続確認結果報告票の内容を確認し署名する。 

 

※ リクエスタ側とレスポンダ側の両方を実施する。 

※ 事務局が準備する組み合わせごとに上記を繰り返す。（参加した全団体と実施しない場合がある） 
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３．PF相互接続実施結果の整理と報告 

３．１ PF相互接続確認の結果の確認 

  PF相互接続確認の実施結果について、下記を実施する。 

(1) 相互接続テストモデル別に、出力されたログをもとに、成功か失敗か確認する。 

(2) 失敗の場合の原因の判定の可否を確認する。PF標準仕様で確認が必要な場合は、APPLIC へ問合わ

せを行う。（Q&A 用紙） 

(3) 失敗の場合、問題箇所がすぐに修正可能な場合は、修正を行った後、再度 PF相互接続確認を実施

する。 

 

３．２ PF相互接続確認の結果の報告票作成 

 確認結果をもとに、結果の総括、および、エビデンスとなる相互接続確認結果報告票を作成する。 

 相互接続確認結果報告票には、実施団体と製品区分、テスト実施内容（ITM・インタフェース・日時）、

テスト実施結果を記載し、双方（リクエスト側・レスポンス側）の責任者が署名する。 

※凡例　　
　製品区分：PF通信/BPM/業務ユニット/GISユニット/GISクライアント/統合DB（公開用DB方式）/統合DB（共通IF方式）

開始日時

終了日時

※凡例　　
　ＩＴＭ：ＩＴ1-5/IT3-1/業務1-5/業務1-6/業務3-1/業務4
　IF：1-1/2-1/6-1/地名辞典/地図表示　　　尚、サービス基盤の通信とBPMのテストでは、未記入でよい。

６．受付番号
　　【受付担当者使用欄】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（イベント事務局にて記入）

APPLIC-00＿＿-20＿＿　　  ITM：＿＿＿＿＿＿＿　　　　（※凡例を参照）

課題

結果確認手段・状況

３．テスト実施結果

□　　Q&Aの必要性

〔Q&A〕の内容

結果

５．テスト組合わせ番号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（テスト組合わせ番号を記入）

４．責任者署名

リクエスト側

レスポンス側

テストで使用したIF 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※凡例を参照）

テスト実施
年月日

西暦　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　　　時　　　　　分

西暦　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　　　時　　　　　分

□　　製品の問題

 □　  成功　    

□   問題あり 

□　　条件付き成功

テストモデル（ITM）

製品区分

１．実施団体と製品区分

２．テスト実施内容

APPLIC 地域情報プラットフォーム　相互接続確認結果報告票

リクエスト側団体 製品名

製品名レスポンス側団体

製品区分

 

図４ 相互接続確認結果報告票 
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３．３ PF相互接続確認関連の APPLICへの申請 

 PF相互接続確認実施後、下記の２つの場合、APPLIC へ APPLIC 指定の形式で書類を申請する。 

 

（１） PF 標準仕様に関する問合わせが必要な場合 

  （ａ）Q&A（仕様問合わせ） 

PF 標準仕様に関する問合わせやその回答を、Q&A用紙を用いて行う。 

（２） PF 相互接続確認が成功した場合 

（ａ）PF 相互接続確認成功申請 

PF 相互接続確認を実施した製品ベンダ他同士が、成功した事実を共同で APPLIC へ申請する。 

APPLIC より問合わせがある場合があるため、作成した相互接続確認結果報告票を内部エビデン

スは保存しておくこと。 
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４．相互接続テストモデル（ITM） 

 

４．１ 相互接続テストモデル（ITM）の概要 

本章では、PF相互接続確認のテストモデルである、相互接続テストモデル（ITM）について解説する。 

相互接続テストモデル（ITM）は、サービス基盤系と、業務ユニット系がある。図５、図６に示す。 

 

APPLIC サービス基盤系 相互接続確認テストモデル（ITM）APPLIC サービス基盤系 相互接続確認テストモデル（ITM）

（IT１）PF通信機能とPF通信機能

PF通信機能
（レスポンダ）

B

PF通信機能
（リクエスタ）

A

W
S
D
L

・プラットフォーム通信標準仕様

対象となる仕様

・PF通信機能のリクエストを出すテストドライ
バと、リクエストを受けてレスポンスを返す
テストドライバの２つを作成し相互に送受信。
・システム製品間テストのバリエーション：
・SOAP・SSL(ｻｰﾊﾞ＆ｸﾗｲｱﾝﾄ認証)・
・添付(SwA)

・PF通信テストのバリエーション
・３種類のMEPと共通ヘッダ処理
・PF規定の添付機能

テスト方法の概要

テスト
ドライバ

テスト
ドライバ

（双方向で確認）

（IT2）統合DB機能とPF通信機能（サービス基盤間） ・自治体業務アプリケーション
ユニット仕様
（WSDL定義１つ）
・アーキテクチャ標準仕様、
・プラットフォーム通信標準仕様統合ＤＢ機能

B

ダミー業務
ユニット

A

テスト
ドライバ

PF通信機能
（リクエスタ）

A

・（IT1）と同様にリクエスタを使い、統合DB
製品の提供するサービスインタフェース定
義の呼び出しを実施し、応答を確認する。
・システム製品間テストのバリエーション：
・SOAP・SSL(ｻｰﾊﾞ＆ｸﾗｲｱﾝﾄ認証)

・PF通信テストのバリエーション
・１つのMEPと共通ヘッダ処理

（IT3) BPM機能とPF通信機能 ・プラットフォーム通信標準仕様
・テスト用シナリオ
（BP定義、WSDLユニット定義）

W
S
D
L

BPM機能
B

テスト
ドライバ

PF通信機能
（リクエスタ）

A

PF通信機能
（レスポンダ）

A

テスト
ドライバ

W
S
D
L

・（IT1）と同様にリクエスタを使い、テスト用
シナリオ（BP定義、WSDLユニット定義）を実
装したBPM機能を呼び出しを実施し、応答
を確認する。
・システム製品間テストのバリエーション：
・SOAP・SSL(ｻｰﾊﾞ＆ｸﾗｲｱﾝﾄ認証)

・PF通信テストのバリエーション
・３種類のMEPと共通ヘッダ処理

W
S
D
L

W
S
D
L

W
S
D
L

W
S
D
L

 

図５ サービス基盤系の相互接続テストモデル（ITM） 

 

 

業務(GIS)ユニット系 相互接続確認テストモデル（ITM）業務(GIS)ユニット系 相互接続確認テストモデル（ITM）

対象となる仕様 テスト方法の概要

業務ユニット
（GISユニット) 

B

（業務１）PF通信機能とPF通信機能

(業務2)統合DB機能とPF通信機能

（業務3) BPM機能とPF通信機能

PF通信機能
（リクエスタ）

A

・プラットフォーム通信標準仕様
・自治体業務アプリケーション
ユニット仕様 （WSDL定義１つ）
・GIS共通サービス標準仕様仕様
（WSDL定義：
地名辞典と地図表示サービス）

・自治体業務アプリケーション
ユニット仕様
（WSDL定義１個）
・アーキテクチャ標準仕様、
・プラットフォーム通信標準仕様

・業務（GIS)ユニットからBPMを呼び
出す標準仕様がないため、BPMから
業務ユニットへの同期呼び出しの接
続確認しか実施できない。
・BPMから業務（GIS)ユニットのWSDL
インタフェースを呼び出し、応答結果
を受信し、その結果を確認する。

・提供側業務（GIS)ユニットの標準IF
の１つに対して、テストドライバやユ
ニット系製品から、PF通信機能を使
用し、同期呼び出しを実施し、結果を
確認する。

統合ＤＢ
機能 B

テスト
ドライバA業務ユニット

（GISユニット)
B

テスト
ドライバA

PF通信機能
（リクエスタ）

A

BPM機能
A

W
S
D
L

・統合DB製品の提供するサービスイ
ンタフェース定義に対して、テストド
ライバやユニット系製品から、同期呼
び出しを実施し、提供側業務ユニット
のデータ取得し、結果を確認する。

・自治体業務アプリケーション
ユニット仕様
（WSDL定義１個）
・アーキテクチャ標準仕様、
・プラットフォーム通信標準仕様
・GIS共通サービス標準仕様仕様
（WSDL定義：
地名辞典と地図表示サービス）

業務ユニット
C

テスト
ドライバA

PF通信機能
（リクエスタ）

A

W
S
D
L

W
S
D
L

W
S
D
L

（業務4）GISユニットとGISクライアント（仮称）

GIS
クライアント(仮称)

・プラットフォーム通信標準仕様
・GIS共通サービス標準仕様仕様
（WSDL定義：
地名辞典と地図表示サービス）

・提供側GISユニットの標準IFの１つを、
PF通信機能を使用し、GISクライアン
ト（仮称）から同期呼び出しを実施し、
結果を確認する。GISユニット

B W
S
D
L PF通信機能

（リクエスタ）A

業務ユニット
D

W
S
D
L

W
S
D
L

W
S
D
L

 
図６ 業務ユニット系の相互接続テストモデル（ITM） 
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４．２ 相互接続テストモデル（ITM）の詳細 

（１）PF 通信機能と PF通信機能の PF 相互接続確認 

PF 通信機能間の PF 相互接続確認（含、業務（GIS）ユニットと PF通信機能）の ITMを図７に示す。 

 

B社PF通信機能(含,ミドル） A社PF通信機能(含,ミドル）

SOAP

テスト環境 ：

テスト仕様： 必須テスト：
○HTTP通信（IPv4、HTTP 1.1)
○WSDL（WSDL1.1、XML Schema1.0、 operationスタイル、use属性のdocument/literal）
○SOAP通信（SOAP1.1、WS-Iベーシックプロファイル1.0)
○３種類のMEPと共通ヘッダ処理

（IT1-5） ：HTTP1.1、WSDL、SOAP通信 ＋ MEP(1Way(受領), 同期2Way, 非同期2way)
＋ 共通ヘッダ処理（受付番号、結果情報） ：必須

（業務1-5）：HTTP1.1、WSDL、SOAP通信 ＋ MEP(同期2Way)
＋ 共通ヘッダ処理（受付番号、結果情報）：必須

（業務1-6）：（業務1-5)のﾘｸｴｽﾄ側として業務ﾕﾆｯﾄ／GISユニットをつかったもの
（業務４） ： HTTP1.1、WSDL、SOAP通信 ＋MEP（同期２Way)

＋共通ヘッダ処理 ：必須

ﾃｽﾄ
ﾄﾞﾗｲﾊﾞB

ﾃｽﾄ
ﾄﾞﾗｲﾊﾞA

（IT１） or （業務１）or(業務４）： PF通信機能とPF通信機能

業務
ﾕﾆｯﾄB

GIS
ﾕﾆｯﾄB

GISｸﾗｲｱﾝﾄ
A

（IT1） （業務１） （業務４）
業務
ﾕﾆｯﾄA
通信部

ITM：

※ 相互接続確認で使用するWSDLについて:
・IT1については、相互接続ツールキットにて、テスト用WSDLを規定
・業務1-5, 業務1-6のWSDLとしては、自治体業務アプリケーションユニット標準仕様のWSDLから選定。
・業務4のWSDLとしては、GIS共通サービス標準仕様のWSDLから選定。

 
図７ 相互接続テストモデル（ITM）－PF通信機能間 

 

（２）公開用 DB方式の統合 DB 機能と PF 通信機能間の PF 相互接続確認 

 公開用 DB 方式の統合 DB機能と PF通信機能間の PF相互接続確認の ITMを図８に示す。 

A社PF通信機能

（IT2） or (業務２） 統合DB機能とPF通信機能（公開用DB方式と共通IF方式）

テスト環境 ：

テスト仕様 ：

（IT2-1） or （業務2-1） 公開用DB方式

○PF通信環境は、（IT1） テスト仕様と同じ。
○DBのデータ（WSDLで公開される業務ユニットのデータ参照が行えること）
○MEP (同期2Way)と共通ヘッダ処理 ・統合DBはﾚｽﾎﾟﾝﾀﾞのため障害検知なし
△SSL3.0＋（SSL3.0クライアント認証 or HTTPベーシック） ：オプション
△利用側業務ユニットからSQLで公開用DB方式の統合DBをアクセス：オプション

（IT2-1-1） ：HTTP1.1、WSDL、SOAP通信 ＋公開用DB方式統合DB機能
＋ MEP(同期2Way) ＋共通ヘッダ処理

（IT2-1-2） ： （IT2-1-1） ＋ SSL ＋ ベーシック認証
（業務2-1-１）： （IT2-1-1）のﾘｸｴｽﾄ側として業務ユニットをつかったもの

前提のPF通信機能 A社PF通信機能
SOAP

公開用DB方式の
B社統合DB ﾃｽﾄﾄﾞ

ﾗｲﾊﾞA

前提のPF通信機能
SOAP

公開用DB方式の
B社統合DB 業務

ユニットA
業務
ﾕﾆｯﾄC

（IT2-1）

（業務2-1）

統合DB利用側

統合DB利用側

業務
ﾕﾆｯﾄD

ﾃｽﾄﾄﾞ
ﾗｲﾊﾞA

SQL

テストの範囲

ITM：

※ 相互接続確認で使用するWSDLについて:
・WSDLとしては、自治体業務アプリケーションユニット標準仕様のWSDLから選定。

 

図８ 相互接続テストモデル（ITM）－公開用 DB方式の統合 DB 機能と PF通信機能間 
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（３）共通 IF方式の統合 DB 機能と PF通信機能間の相互接続確認 

  共通 IF 方式の統合 DB機能と PF通信機能間の PF相互接続確認の ITMを図９、図１０に示す。 

ITM：

※ 相互接続確認で使用するWSDLについて:
・WSDLとしては、自治体業務アプリケーションユニット標準仕様のWSDLから選定。

テスト環境 ：

（IT2） or (業務２） 統合DB機能とPF通信機能（公開用DB方式と共通IF方式）

（IT2-2） or （業務2-2) 共通IF方式

テスト仕様 ： ○PF通信環境は、（IT1） テスト仕様と同じ。
○DBのデータ（WSDLで公開される業務ユニットのデータ参照が行えること）
○MEP (同期2Way)と共通ヘッダ処理 ・業務ユニット側で障害検知
△SSL3.0＋（SSL3.0クライアント認証 or HTTPベーシック） ：オプション
△利用側業務ユニットからSQLで公開用DB方式の統合DBをアクセス：オプション

前提のPF通信機能 A社PF通信機能

SOAP

共通IF方式の
B社統合DB

前提のPF通信機能 A社PF通信機能

B社PF通信機能

SOAP

共通IF方式の
B社統合DB

業務ﾕﾆｯﾄB

ﾃｽﾄﾄﾞ
ﾗｲﾊﾞA

ﾃｽﾄﾄﾞ
ﾗｲﾊﾞA

（IT2-2）

（業務2-2）

統合DB利用側

統合DB利用側

（IT2-2-1） ：HTTP1.1、WSDL、SOAP通信 ＋共通IF方式統合DB機能
＋ MEP(同期2Way) ＋共通ヘッダ処理

（IT2-2-2） ： （IT2-2-1） ＋ SSL ＋ ベーシック認証
（業務2-2-１）： （IT2-2-1）のﾘｸｴｽﾄ側として業務ユニットをつかったもの

B社PF通信機能

業務ﾕﾆｯﾄC

A社PF通信機能

業務
ユニットA

テストの範囲

SQLSOAP
または
SQL

 

図９ 相互接続テストモデル（ITM）－共通 IF方式の統合 DB機能と PF通信機能間 

 

 

ITM：

テスト環境 ：

（IT2） or (業務２） 統合DB機能とPF通信機能（公開用DB方式と共通IF方式）

（業務2-3) 共通IF方式統合DBと提供側業務ユニットのデータ連携

テスト仕様 ： ○PF通信環境は、（IT1） テスト仕様と同じ。
○DBのデータ（WSDLで公開される業務ユニットのデータ参照が行えること）
○MEP (同期2Way)と共通ヘッダ処理 ・業務ユニット側で障害検知

（業務2-3-１）：
テスト環境：提供側業務ユニット＋共通IF方式統合DB機能：

接続は、SOAP通信またはSQL
利用側環境【確認用】：HTTP1.1、WSDL、SOAP通信 ＋

MEP(同期2Way) ＋共通ヘッダ処理
（業務2-3-2）： （業務2-3-1）のテスト環境において、提供側業務ユニットを

2つ用意する

前提のPF通信機能

B社PF通信機能

共通IF方式の
A社統合DB

業務ﾕﾆｯﾄB SOAP
または
SQL

（業務2-3）

B社PF通信機能

業務ﾕﾆｯﾄC

テストの範囲

A社PF通信機能

SOAP
ﾃｽﾄﾄﾞ
ﾗｲﾊﾞA

統合DB利用側

A社が統合DB製品を用意し、提供側業務ユニットをB社が用意し、これらの間の連携をテストする。
提供側業務ユニットの数でモデルが分かれる。
統合DB製品への業務データの提供の確認は、利用側業務ユニットに見立てたテストドライバを利用し
て行う。

 

図１０ 相互接続テストモデル（ITM）－共通 IF方式の統合 DB 機能と提供側業務ユニットの 

データ連携 
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（４）BPM機能と PF通信機能間の PF相互接続確認 

  BPM機能と PF通信機能間の接続確認の ITMを図１１に示す。 

 

ITM：

基本はIT1と同条件。
◎BPMで実現する３種類のMEPと共通ヘッダ処理。
◎WS-BPEL 2.0の以下の機能が動作すること(テスト用BPの実行で確認）
・receive、reply、invoke ・sequence、flow、if、while ・throw
・assign ・fault Handler ・コリレーションセット

テスト仕様：

（IT3） or (業務３)  BPM機能とPF通信機能

テスト環境 ：

前提のPF通信機能

A社PF通信機能

SOAP

B社 BPM

前提のPF通信機能 A社PF通信機能B社PF通信機能

SOAP
A社 BPM ﾃｽﾄ

ﾄﾞﾗｲﾊﾞA

業務ﾕﾆｯﾄ
（GISユニット）B

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞA

（業務3）

（IT3）

SOAP

（IT3-1）： HTTP1.1, SSL無し、BP起点の呼び出しと受信 ：必須
（IT3-2）：（IT3-1） ＋ SSL  ＋ ベーシック認証：オプション
（業務3-1）： HTTP1.1, SSL無し、BP起点の呼び出しと受信 ：必須

B社PF通信機能

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞB

リクエスト側

リクエスト側

A社PF通信機能

ﾃｽﾄ
ﾄﾞﾗｲﾊﾞA

SOAP

※ 相互接続確認で使用するWSDL、BP定義について:
・IT3-1については、相互接続ツールキットにて、テスト用WSDL、テスト用BP定義を規定

・テスト用BP定義（MEP(同期2Way, 非同期2way)＋共通ヘッダ）
・BPから呼び出されるテスト用WSDL（テストドライバ用）

・業務3-1については、相互接続ツールキットでは、未整備
・業務ユニット（GISユニット）のテスト用BP定義（MEP(同期2Way)＋共通ヘッダ）

 

図１１ 相互接続テストモデル（ITM）－BPM 機能と PF通信機能間 
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４．３ 相互接続テストモデル（ITM）別の確認環境と確認手順 

（１）PF 通信機能： ITM の確認環境と確認手順（（IT1-5）） 

 

◎（IT1-5） ： HTTP1.1, SSL無し、正常系 ＋ MEP(1Way(受領), 同期2Way, 非同期2way)：必頇
＋ 共通ヘッダ処理（受付番号、結果情報）

WSDL：テスト用WSDL

【１】 システム構成

【２】 確認手順

① A: 送信実行
② A: テスト用データであるリクエスト情報XML値を準備
③ A: BのPF通信のエンドポイント(WSDL)に送信する。
④ B: Aからの呼出を受信（BODY部のXML) 。

同期２Way以外の場合、受領Ackを返す。
⑤ B: テスト用データであるレスポンス情報XML値を準備。
⑥ B: 同期（非同期）で返信する。
⑦ A: 返信の受信（BODY部のXML) 。

非同期２Weyの場合、受領Ackを返す。
⑧ A: B: 受信したXML値を、保持しているXML値と

目視で比較し、丌整合がないか確認。
⑨ A: B: 通信ログを確認しエラーがないか確認。

PF通信機能
（レスポンダ）B

PF通信機能
（リクエスタ）A

W
S
D
L

テストA
ドライバ

テストドライバB
（ヘッダ処理）

（双方向で確認）

PF通信機能
（レスポンダ）B

PF通信機能
（リクエスタ）A

W
S
D
L

テストA
ドライバ

テストドライバB
（ヘッダ処理）

PF通信機能
（レスポンダ）B

PF通信機能
（リクエスタ）A

W
S
D
L

テストA
ドライバ

テストドライバB
（ヘッダ処理）

リクエスト情報

（IT1-5-1） 1Way(受領)

（IT1-5-2）同期2Way

（IT1-5-3）非同期2way

受領Ack

リクエスト情報

レスポンス情報

リクエスト情報

受領Ack W
S
D
L

レスポンス情報

受領Ack

：WSDL規定IF

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞA: 
ﾘｸｴｽﾄ側

A
社

P
F
通
信

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞA: 
ﾚｽﾎﾟﾝﾀﾞ側

リクエスト
情報

XML値

レスポンス
情報

XML値

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞB: 
ﾚｽﾎﾟﾝﾀﾞ側

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞB: 
ﾘｸｴｽﾄ側

B
社

P
F
通
信

リクエスト
情報

XML値

レスポンス
情報

XML値

②準備

①送信実行

ログ ログ

受信
③送信

⑧比較

⑨エラー確認⑨エラー確認

⑤準備

受信

⑥返信

⑧比較

④受信

⑦受信

⑦受領Ack

 

図１２ PF 通信機能：ITM の確認環境と確認手順（（IT1-5）） 

 

 

（２）PF 通信機能： ITM の確認環境と確認手順（（IT1-5）＋添付ファイル） 

 

◎ IT1-5/swa：（IT1-5） ＋ SwAによる添付 ; リクエスト／レスポンスメッセージに添付ファイル内容をSwAで添付
IT1-5/pfa：（IT1-5） ＋ PF規定の添付機能 ;リクエスト／レスポンスメッセージに添付ファイル内容を埋め込む

【１】 システム構成

【２】 確認手順

① A: 送信実行
② A: テスト用データであるリクエスト情報XML値を準備
③ A: BのPF通信のエンドポイント(WSDL)に送信する。

添付ファイル内容もリクエスト情報と共に送信する
④ B: Aからの呼出を受信（BODY部のXML) 。

同期２Way以外の場合、受領Ackを返す。
⑤ B: テスト用データであるレスポンス情報XML値を準備。
⑥ B: 同期（非同期）で返信する。
⑦ A: 返信の受信（BODY部のXML) 。

非同期２Weyの場合、受領Ackを返す。
⑧ A: B: 受信したXML値を、保持しているXML値と

目視で比較し、丌整合がないか確認。
添付ファイル内容についても同様に確認。

⑨ A: B: 通信ログを確認しエラーがないか確認。

：WSDL規定IF

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞA: 
ﾘｸｴｽﾄ側

A
社

P
F
通
信

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞA: 
ﾚｽﾎﾟﾝﾀﾞ側

リクエスト
情報

XML値

レスポンス
情報

XML値

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞB: 
ﾚｽﾎﾟﾝﾀﾞ側

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞB: 
ﾘｸｴｽﾄ側

B
社

P
F
通
信

リクエスト
情報

XML値

レスポンス
情報

XML値

②準備

①送信実行

ログ ログ

受信
③送信

⑧比較

⑨エラー確認⑨エラー確認

⑤準備

受信

⑥返信

⑧比較

④受信

⑦受信

⑦受領Ack

添付ファイル内容

添付ファイル内容

添付ファイル内容

添付ファイル内容

※ (IT1-5)と同じ構成。

※ (IT1-5)と同じ手順で、添付ファイル付きの通信が行えることを確認する

 

図１３ PF通信機能：ITM の確認環境と確認手順（（IT1-5）＋添付ファイル） 
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（３）PF 通信機能： ITM の確認環境と確認手順（（IT1-5）＋通信セキュリティ） 

 

◎ IT1-5/ssl：（IT1-5）＋SSLサーバ認証；
IT1-5/ssl/basic：（IT1-5）＋SSLサーバ認証＋ ベーシック認証
IT1-5/ssl/client： （IT1-5）＋SSLサーバ認証＋ SSLクライアント認証

【１】 システム構成

【２】 確認手順

① A: 送信実行
② A: テスト用データであるリクエスト情報XML値を準備
③ A: BのPF通信のエンドポイント(WSDL)に送信する。
④ B: Aからの呼出を受信（BODY部のXML) 。同期２Way以外の場合、受領Ackを返す。
⑤ B: テスト用データであるレスポンス情報XML値を準備。
⑥ B: 同期（非同期）で返信する。
⑦ A: 返信の受信（BODY部のXML) 。非同期２Weyの場合、受領Ackを返す。
⑧ A: B: 受信したXML値を、保持しているXML値と目視で比較し、丌整合がないか確認。
⑨ A: B: 通信ログを確認しエラーがないか確認。

上記送受信において、伝送路のTCPをモニタリングし、暗号化されているかを確認。

：WSDL規定IF

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞA: 
ﾘｸｴｽﾄ側

A
社

P
F
通
信

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞA: 
ﾚｽﾎﾟﾝﾀﾞ側

リクエスト
情報

XML値

レスポンス
情報

XML値

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞB: 
ﾚｽﾎﾟﾝﾀﾞ側

ﾃｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞB: 
ﾘｸｴｽﾄ側

B
社

P
F
通
信

リクエスト
情報

XML値

レスポンス
情報

XML値

②準備

①送信実行

ログ ログ

受信
③送信

⑧比較

⑨エラー確認⑨エラー確認

⑤準備

受信

⑥返信

⑧比較

④受信

⑦受信

⑦受領Ack

※ (IT1-5)と同じ構成で、SOAP通信にセキュリティ通信路の設定を行う。

※ (IT1-5)と同じ手順で、セキュリティ通信での通信が行えることを確認する

 

図１４ PF 通信機能：ITM の確認環境と確認手順（（IT1-5）＋通信セキュリティ） 

 

 

（４）業務（GIS）ユニット： ITM の確認環境と確認手順（（業務 1-5）（業務 1-6）） 

 

◎（業務1-5）（業務1-6） ： HTTP1.1, SSL無し、正常系、同期2Way、共通ヘッダ処理
WSDL：各ユニットのｲﾝﾀﾌｪｰｽ番号の一番若いもの ： 入力：個別 出力：個別

（１）開催事務局は、業務ユニット製品を持つベンダを募集する。
（２）応募したベンダのもっている業務ユニットを、

「業務ユニット間呼び出し関係図」として
整理し、どの業務ユニット製品とどの製品が
どのIFをつかって、相互接続確認可能かをみつけて
テスト可能組み合わせとして整理する。

（３）テスト可能組み合わせの単位に、テスト日程と、場所、を決める。
また、テスト対象となる各業務ユニットの標準インタフェース別の
テストデータを準備し配布する。

（４）テスト方法は、（IT1-5-2）同期2Way（下図参照）に準ずる。

サービス側
業務ユニット
各IF

サービス呼び出し側業務ユニット

住 国 児

住

国

IF1

IF2

IF3

IF4

IF5

●

●

●

業務ユニット間呼び出し関係図

A社住基と、B社国保
A社住基と、C社国保
C社国保と、D社児童手当

テスト可能
組み合わせ

サービス側
業務ユニット
各IF

サービス呼び出し側業務ユニット

住 国 児

住

国

IF1

IF2

IF3

IF4

IF5

●

●

●

業務ユニット間呼び出し関係図

A社住基と、B社国保
A社住基と、C社国保
C社国保と、D社児童手当

テスト可能
組み合わせ

【１】 システム構成

【２】 確認手順 （業務1-5-X）, （業務1-6-X） Xはユニット番号

PF通信機能
（レスポンダ）B

PF通信機能
（リクエスタ）A

W
S
D
L

テストA
ドライバ

テストドライバB
（ヘッダ処理）

（IT1-5-2）同期2Way

識別情報

個人情報

：WSDL規定IF

業務ユニットB PF通信ベンダ
テスト環境

IF1

IF2
PF

通信

IF1
呼出

（業務1-5) 業務ユニットベンダーPF通信ベンダ接続

ﾃｽﾄ
ﾃﾞｰﾀ
ｾｯﾄ

ログ確認

PF
通信

業務ユニットB PF通信ベンダ
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（業務1-6） 業務ユニットベンダ同士接続

ﾃｽﾄ
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ログ確認

PF
通信

業務ユニットB 業務ユニットA
テスト環境

IF1

IF2
PF
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通信
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ユニットA

IF1
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図１５ 業務（GIS）ユニット： ITMの確認環境と確認手順（（業務 1-5）（業務 1-6）） 
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（５）GISユニット： ITM の確認環境と確認手順（（業務 4）） 

 

◎（業務４）： HTTP1.1、WSDL、SOAP通信 ＋MEP（同期２Way)＋共通ヘッダ処理 ：必頇
WSDL：GISユニットの標準IFのWSDL

【１】 システム構成

【２】 確認手順

：WSDL規定IF

GIS
クライアント(仮称)GISユニット

B W
S
D
L PF通信機能

（リクエスタ）A

GISｸﾗｲｱﾝﾄ
（仮称） A

A
社

P
F
通
信

GISユニット B

B
社

P
F
通
信

②送信実行

ログ ログ ⑧エラー確認⑧エラー確認

① B: テスト用のGIS情報を取り込む
② A: 送信実行
③ A: GISクライアント(仮称)を操作し、GISユニットの標準IFへの

問合せメッセージを送信する。
④ B: Aからの呼出を受信（BODY部のXML) 。
⑤ B: 処理結果を、同期で返信する。
⑥ A: 返信の受信（BODY部のXML) 。
⑦ A: 受信した結果を目視で確認。
⑧ A: B: 通信ログを確認しエラーがないか確認。

⑦送信結果確認

テスト用の
GIS情報

③送信④受信

①準備
⑤返信

⑥受信

（業務４）同期2Way

 

図１６ GIS ユニット：PF通信関係の ITM の確認環境と確認手順（（業務 4）） 

 

 

（６）公開用 DB方式統合 DB 機能： ITMの確認環境と確認手順（（IT2-1）（業務 2-1) ） 

 

◎（IT2-1-1） ：HTTP1.1、WSDL、SOAP通信 ＋公開用DB方式統合DB機能
＋ MEP(同期2Way) ＋共通ヘッダ処理

（IT2-1-2） ： （IT2-1-1） ＋ SSL ＋ ベーシック認証
（業務2-1-１）： （IT2-1-1）のﾘｸｴｽﾄ側として業務ユニットをつかったもの

【１】 システム構成

【２】 確認手順

テストドライバ
A

A
社

P
F
通
信

公開用DB方式の
統合DB B

B
社

P
F
通
信

送信実行

ログ ログ

①統合DB Bに公開するDB内容を準備する。
②テストドライバAがメッセージ送信して、統合DB Bを参照し、
業務ユニットCの正しいデータが取得できることを確認。
③通信ログでエラーがないことを確認。

※ （業務2-1-1）では、テストドライバAの替わりに利用側業務ユニットAを利用する。
②で、利用側業務ユニットAは、SQLにて統合DB Bを参照しても良い。（オプション）

送信結果確認
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図１７ 公開用 DB方式統合 DB機能： ITM の確認環境と確認手順（（IT2-1）(業務 2-1) ） 
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（７）共通 IF方式統合 DB機能： ITMの確認環境と確認手順（（IT2-2）（業務 2-2) ） 

 

◎（IT2-2-1） ：HTTP1.1、WSDL、SOAP通信 ＋共通IF方式統合DB機能
＋ MEP(同期2Way) ＋共通ヘッダ処理

（IT2-2-2） ： （IT2-2-1） ＋ SSL ＋ ベーシック認証
（業務2-2-１）： （IT2-2-1）のﾘｸｴｽﾄ側として業務ユニットをつかったもの

【１】 システム構成

【２】 確認手順
業務ユニット

C 共通IF方式
統合ＤＢ
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ログ

①テストドライバAがメッセージ送信して、業務ユニットCのDB-Cデータ
を参照し、正しいデータが取得できることを確認。
②通信ログでエラーがないことを確認。

※ 提供側業務ユニットCは、製品ではなくテストドライバでも良い。
※ 統合DBBと提供側業務ユニットCとの接続は、規定しない。

※ (業務2-2-1)では、テストドライバAの替わりに利用側業務ユニットAを利用する。
②で、利用側業務ユニットAは、SQLにて統合DB Bを参照しても良い。（オプション）
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図１８ 共通 IF方式統合 DB機能： ITM の確認環境と確認手順（（IT2-2）(業務 2-2) ） 

 

 

（８）共通 IF方式統合 DB機能： ITMの確認環境と確認手順（（業務 2-3) ） 

 

◎（業務2-3-１）：
テスト環境：提供側業務ユニット＋共通IF方式統合DB機能： 接続は、SOAP通信またはSQL
利用側環境【確認用】：HTTP1.1、WSDL、SOAP通信 ＋ MEP(同期2Way) ＋共通ヘッダ処理

（業務2-3-2）： （業務2-3-1）のテスト環境において、提供側業務ユニットを2つ用意する

【１】 システム構成

【２】 確認手順
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：WSDL規定IF または、SQLインタフェース

ログ

①テストドライバAがメッセージ送信して、業務ユニットCのDB-Cデータ
を参照し、正しいデータが取得できることを確認。
②業務ユニットCがDB-Cを更新。
③テストドライバAがメッセージ送信して、更新された業務ユニットCの
DB-Cデータを参照し、正しいデータが取得できることを確認。
④通信ログでエラーがないことを確認。

※ （業務2-3-2）では、業務2-3-1のテストを実施した後、業務ユニットDに対しても、
同様のテストを実施する。

※ 統合DB Bと提供側業務ユニットC、提供側業務ユニットDとの接続は、規定しない。
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図１９ 共通 IF方式統合 DB機能： ITM の確認環境と確認手順（ (業務 2-3) ） 
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（９）BPM機能： ITM の確認環境と確認手順（（IT3-1）） 

 

B社
BPM
機能

◎（IT3-1）： HTTP1.1, SSL無し、BP起点の呼び出しと受信 ：必頇
テスト用BP定義（MEP(同期2Way, 非同期2way)＋共通ヘッダ）
WSDL：テスト用WSDL ： 入力：リクエスト情報、出力：レスポンス情報

A
社

P
F
通
信

【１】 システム構成

リクエスト
情報

XML値

レスポンス
情報

XML値
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【２】 確認手順

①準備

③送信実行

ログ ログ
⑨エラー確認

① A: リクエスト情報、レスポンス情報を準備する
② B: BP定義をBPM機能にセット
③ A: 送信実行。リクエスト情報をテスト用インタフェースを

実装したB社BPM機能のPF通信のエンドポイントに送信。
④ B: BP定義を起動し、BP開始。受領Ackを同期で返す。
⑤ B: 同期応答テストドライバを呼び出す。
⑥ B: 非同期応答テストドライバを呼び出す。
⑦ A: 非同期呼び出しへの応答を返す。
⑧ B: 応答を待ち、終了通知ドライバを呼び出し、BP終了
⑨ A: B: 通信ログやBP実行ログを確認

※ （IT3--1-3）では、同期応答テストドライバ、非同期応答テスト
ドライバをBPM機能と合わせてB社が用意し、BPM機能の呼出をテスト
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図２０ BPM 機能： ITMの確認環境と確認手順（（IT3-1）） 

 

 

（１０）BPM 機能： ITM の確認環境と確認手順（（業務 3-1）） 

 

◎（業務3-1）： HTTP1.1, SSL無し、BP起点の呼び出しと受信 ：必頇
テスト用BP定義（MEP(1同期2Way)＋共通ヘッダ）
WSDL：対象となる業務（GIS)ユニット標準IFのもの： 入力：対応する情報、出力：対応する情報
WSDL：BP呼び出用: 入力：個別情報、出力：個別情報
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ログログ

受信

① B: 返信用のXML2値を業務ユニットにセット
② A: テスト用データであるXML１値を準備
③ A: BP定義をBPM機能にセット
④ A: 送信実行。XML1をテスト用インタフェースを実装した

A社BPM機能のPF通信のエンドポイントに送信する。
⑤ A: BP定義を起動し、BP開始。
⑥ A: B社のインタフェースを受信したテスト用XML1を使い、

同期で呼び出す。
⑦ B: 標準IFの処理を実施し、共通ヘッダとXML2の情報を

問合せの返信として同期応答する（業務（GIS)ユニット機能）。
⑧ A: 応答を待ち（受信情報の確認）、 受領メッセージを返信。

BP終了。
⑨ A: B: 通信ログやBP実行ログを確認

⑥同期呼び出し

（業務3-1） 同期2Way
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図２１ BPM 機能： ITMの確認環境と確認手順（（業務 3-1）） 

以上 
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